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SCGEモデルとは「空間的応用一般均衡（SCGE：Spatial Computable General Equilibrium）モデル」のこ

とであり，応用一般均衡（CGE）モデルを空間的に拡張したものである．整合性のある便益評価を行うた

めには，SCGEモデルによって計測される帰着便益が，発生ベースの利用者便益と整合的であることが必

須となるが，これまでは便益計測の整合性に言及して正確に説明しているものはほとんどなかった． 
本研究ではSCGEモデルで計測される便益を，便益帰着構成表（BIT：Benefit Incidence Table）を用いて

整理することで，発生ベースの利用者便益と整合的であることを明らかとする．なお，その際自家輸送も

含め，交通サービス生産を明示化したSCGEモデルを構築する．そして，構築したSCGEモデルを用いて便

益を計測し，それをBITにより整理することで発生ベースでの便益形を明らかとした． 
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1. はじめに 

 

SCGEモデルとは「空間的応用一般均衡（SCGE：

Spatial Computable General Equilibrium）モデル」のことであ

り，応用一般均衡（CGE）モデルを空間的に拡張したも

のである．SCGEモデルは，これまで比較的規模の大き

な交通整備の評価に用いられ，交通整備が地域経済にも

たらす効果や影響を明らかとし，さらにそれらを便益に

より評価してきた．特に便益が，どの地域の，どの経済

主体（家計，企業，行政（国・地方公共団体））に，ど

のような形で，どの程度帰着するのかが正確に計測でき

る点に特長がある．ただし，整合性のある便益評価を行

うためには，SCGEモデルによって計測される帰着便益

が，発生ベースの利用者便益と整合的であることが必須

となる．しかし，これまでSCGEモデル研究1), 2)では，こ

うした便益計測の整合性に言及して正確に説明している

ものはほとんどなかった．そこで，本研究ではSCGEモ

デルで計測される便益を，便益帰着構成表（BIT：

Benefit Incidence Table）を用いて整理することで，発生ベ

ースの利用者便益と整合的であることを明らかとする． 

なお，このようにSCGEモデルによる便益計測の整理

を行う過程で，従来のSCGEモデル3), 4)が交通サービスの

利用者効果しか捉えられていないことが判明した．すな

わち，従来モデルでは交通サービスの生産構造を考慮し

ていないものが多く，考慮されていたとしても自家輸送

までは考えられていなかった．交通整備は交通サービス

生産の効率化にも寄与すると思われ，そうした効果が従

来のSCGEモデルでは捉えられていなかったといえる．

そこで，本研究では自家輸送も含め，交通サービス生産

を明示化したSCGEモデルを構築する．そして，構築し

たSCGEモデルを用いて便益を計測し，それをBITにより

整理することで発生ベースでの便益形を明らかとする．

それにより，交通整備がどのように交通サービス生産を

効率化させ，便益を生じさせるのかといった点を示すこ

とができる． 

 

 

2. 交通生産を明示化したSCGEモデル 

 

(1) モデルの前提条件 

 SCGEモデルを構築するにあたり，以下の前提条件を

おく． 

1) 対象とする社会はJ地域に分割されている． 

2) 各地域には代表家計とm財を生産する代表企業，そ

して運輸企業が存在する． 

3) モデルでは，同種の財であっても生産された地域が

異なれば消費地または投入地ではそれぞれ別種の財

と見なされる（Armingtonの仮定）． 
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4) 財消費には運輸サービスの投入が必要であり，それ

を運輸企業が供給する．なお，運輸企業はODごとに

運輸サービスを供給しているとする． 

5) 生産要素は労働と資本であり，それらの生産要素市

場は各地域で閉じている．一方，どの財市場も地域

間で開放されており，財は自由に移輸入あるいは移

輸出される． 

6) すべての市場は完全競争的であり，長期均衡状態に

ある． 

 続いて，各主体の行動モデルをそれぞれ説明する． 

 

(2) 運輸企業の行動モデル 

 本研究のSCGEモデルは，運輸企業の生産行動を明示

的に扱っている点に特長がある．運輸企業は，企業およ

び家計が財を消費する際，その輸送あるいは購入に必要

な運輸サービスを供給している．厳密には，物の輸送に

係わる運輸サービスは“貨物”，人の移動に係わる運輸

サービスは“旅客”であるが，ここでは簡単化のため貨

物運輸，旅客運輸とも運輸企業がまとめて供給している

とする．この「物の輸送」あるいは「人の移動」は地域

間（内）で発生する．そのため，運輸サービスは地域間

の交通に対して，すなわちODごとに供給される．そし

て，ODの時間距離あるいはその変化に応じて生産効率

が変わる点も考慮する．すなわち運輸企業は，中間財と

労働，資本を投入して運輸サービスを生産するとし，こ

のうち労働，資本はOD間の交通所要時間に影響を受け

るものとする．これは，交通整備等により交通所要時間

が削減されれば，運輸企業の投入する労働および自動車

等の資本を節約することができ，その結果運輸企業の生

産効率が向上することを表現したものである． 

以上を踏まえ，地域jに立地する運輸企業が地域i-j間の

ODに対する運輸サービス ij
Ty を供給する際の行動ツリー

を図-1に示した．具体的には，運輸企業は第一段階で合

成中間財と付加価値の投入量を決定し，第二段階で合成

中間財の財別投入量を決定する．第三段階では中間財の

地域別投入量を決定し，第四段階では中間財と運輸サー

ビスの投入量を決定する．一方，付加価値については労

働と資本の投入量を決定する．なお，上で述べた交通整

備による運輸企業の生産効率向上は，この中の付加価値

に関する労働，資本投入にて定式化される．また，中間

財の地域別投入量決定に際しては，Armingtonの仮定に

より，財が同種であったとしても便宜的に各地域の財は

別種であるとする．また，生産要素については，ここで

は自地域からのみ投入するものとしたが，財と同様他地

域からの投入を想定することも可能である．しかし，既

存のSCGEモデル1)などでは自地域からのみ生産要素を投 

運輸生産T 
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付加価値合成中間財
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i j i j
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図-1 運輸企業の行動モデルツリー 

 
入するとされる場合が多かったためそれにしたがうこと

とした． 

 以上の行動モデルをBarro型CES関数により特定化した

生産技術制約下での費用最小化問題により定式化する． 

 

a) 合成中間財，付加価値投入量の決定 

 第一段階の費用最小化問題は以下のようになる．なお，

以下の定式化は地域i-j間の運輸サービス生産を対象とし

たものであり，投入財あるいは投入生産要素にも添字i-j

が必要であるが，ここでは煩雑となるため省略している． 

 
,

min
j j

T T

i j i j j j j j
T T ZT T VAT T

z VA
p y q z q VA       (1a) 
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ただし，添字T ：運輸企業を表す，添字 i j ：運輸サ

ービスの供給対象となるODを表す（すなわち，運輸企

業は地域 i j 間のODに対する運輸サービスを供給す

る）， j ：運輸企業の立地している地域を表す，

i j
Ty  ：運輸サービス生産量， j

Tz ：合成中間財投入量，

j
TVA ：付加価値投入量， i j

Tp  ：運輸サービス価格，

j
ZTq ：合成中間財価格， j

VATq ：付加価値価格，

,j j
ZT ZT  ：分配パラメータ， j

Z T ：合成中間財と付加価

値の投入効率性を表す係数， j
ZT ：合成中間財と合成生

産要素投入に対する代替弾力性． 

 式(1)を解くと，以下のように合成中間財と付加価値

の需要関数が求められる． 
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ただし， 
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jj
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 式(2)を式(1a)の目的関数に代入すると，運輸サービス

価格が求められる． 

 
1

11 j
ZTi j j

T ZTj
Z T

p 


    (3) 

 

b) 合成中間財の財別投入量の決定 

 第二段階の費用最小化問題は以下のようになる． 

 min
j

nT

j j j j
ZT T nT nT

z n

q z q z
    
  (4a) 
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ただし，添字n ：運輸企業が投入する中間財の種類，
j

nTz ：合成中間財nの投入量， j
nTq ：合成中間財nの価格，

,j j
nT nT  ：分配パラメータ［ 1j

nT
n

  ， 1j
nT

n

  ］，

j
T ：財n別合成中間財の投入効率性を表す係数， j

T ：

財n別合成中間財投入に対する代替弾力性． 

 式(4)を解くと，以下のように財n別合成中間財の需要

関数が求められる． 
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 式(5)を式(4a)の目的関数に代入すると，合成中間財nの

価格が求められる． 
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11 j
Tj j

nT Tj
T

q 
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c) 中間財の地域別投入量の決定 

 第三段階の中間財の地域投入量決定では，運輸企業が

地域hから中間財を投入するものとする．運輸企業は地

域jに立地するとしているため，ここでは地域h-j間の中

間財投入量の決定問題を考えることになる．これは，以

下のような費用最小化問題として記述できる． 

 min
hj
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j j hj hj
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z h

q z q z
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  (7a) 
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ただし，添字h j ：中間財がどの地域からどの地域へ輸

送されるのかを表す， hj
nTz ：地域hから投入される合成

中間財nの投入量， hj
nTq ：地域hから投入される合成中間

財nの価格， ,hj hj
nT nT  ：分配パラメータ［ 1hj

nT
h

  ，

1hj
nT

h

  ］，
nT ：地域hから投入される合成中間財n

の投入効率性を表す係数，
nT ：地域hから投入される

合成中間財nの投入に対する代替弾力性． 

 式(7)を解くと以下のように地域hから投入される合成

中間財nの需要関数が求められる． 
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 式(8)を式(7a)の目的関数に代入すると，合成中間財nの

価格が求められる． 

 
1
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d) 中間財n ，運輸サービス投入量の決定 

 第四段階は中間財nと運輸サービスの投入に関するも

のであるが，運輸サービスの投入に伴い交通時間の投入

も必要な場合がある．具体的には，旅客交通において公

共交通を利用する際や，自家用自動車でも同乗者として

交通を利用する際には移動に伴う交通時間を消費する．

これについては，一般的な交通需要予測モデル等で用い

られる一般化価格の考え方を利用すれば定式化できる．

これより第四段階の費用最小化問題は以下のようになる． 
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ただし， hj
nTx ：地域hから投入される中間財nの投入量，

hj
TTx ：地域hからjへ中間財を輸送するための運輸サービ

ス投入量， h
np ：地域hにおけるn財価格， hj

Tp ：地域h-j

間の運輸サービス価格， hjt ：地域h-j間の交通所要時間，

T ： hj
TTx の単位をトリップに換算するための係数，

,hj hj
TT TT  ：分配パラメータ， hj

nT ：中間財nと運輸サー

ビスの投入効率性を表す係数， hj
nT ：中間財nと運輸サ

ービス投入に対する代替弾力性． 
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式(10)を解くと，以下のように中間財nと運輸サービ

スの需要関数が求められる． 
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nT nThj hj

nT nT
h hj j hj

hj hj hjn T
nT TT TThj hj

TT TT

p p w t
 

  
 

 

 
   

         
． 

式(11)を式(10a)の目的関数に代入すると，運輸サービ

ス価格が求められる． 

 
1

11 hj
nThj hj

nT nThj
nT

q 


   (12) 

 

e) 労働，資本投入量の決定 

付加価値に関する労働，資本の投入モデルにおいて

は，本節の冒頭にて説明したとおり交通整備の影響を考

慮する．そのために，まず付加価値に係わる技術に対し，

交通所要時間，労働投入，資本投入に関するゼロ次同次

性を仮定する．ゼロ次同次性とは，ある量が 倍にな

った場合，他の量も同様に 倍になれば付加価値量が

変化しないという性質である．これは，交通所要時間が

半分になった場合，当該交通路を移動して運輸サービス

を生産する運輸企業の労働投入量および資本投入量が半

分ですむことを表現したものであり，逆に労働，資本投

入量が半分になっても運輸サービス生産水準を整備なし

の状態に維持できることを意味するため，交通整備によ

る運輸企業の生産効率向上のメカニズムを表していると

いえる． 

ゼロ次同次性を有する付加価値関数は，以下のよう

に表される． 

 
 
 

, ,

, ,

j j ij j j
T T T T

j ij j j
T T T

VA VA t l k

VA t l k  




 (13a) 

ただし， ijt ：地域i-j間の交通所要時間． 

 ここで，
ij A

ij

t

t
  とおく．ただし， ij At ：交通整備な

しの交通所要時間．この結果，式(13a)は以下となる． 

 

 

, ,

,

ij A ij A
j j ij A j j
T T T Tij ij

j ij j ij j
T T T

t t
VA VA t l k

t t

VA eff l eff k

 
  

 



 (10b) 

ただし，
ij A

ij
ij

t
eff

t
 ． 

式(13b)に基づき，付加価値関数をBarro型CES関数で表

すと以下のようになる． 

 

 

    

1

1 1

1 1

j
VAT

j
VAT

j
VAT

j j
VAT VAT

j
VAT

j j j j ij j
T VAT LT LT T

j j ij j
LT LT T

VA eff l

eff k






 


  

 



 


 




  


 (14) 

ただし， ,j j
LT LT  ：分配パラメータ， j

VAT ：労働と資

本の投入効率性を表す係数， j
VAT ：労働と資本投入に

関する代替弾力性． 

式(14)を踏まえ，第四段階の費用最小化問題を構築し

たものが以下である． 

 
,

min
j j

T T

j j j j j j
VAT T T T

l k
q VA w l r k     (15a) 

 s.t. 式(14) (15b) 

ただし， j
Tl ：労働投入量， j

Tk ：資本投入量， jw ：地域

jの労働市場において清算される賃金率， jr ：地域jの資

本市場において清算される利子率． 

式(15)を解くと，以下のように労働，資本の需要関数

が求められる． 

 

 
1

1

1
jj

VATVAT
j

VAT
j

VAT

j
j j jLT

T VAT Tj
j j ij

VAT LT

l VA
weff








 





 
  

 
 (16a) 

  
1

1

11

1

jj
VATVAT

j
VAT

j
VAT

j
j j jLT

T VAT Tj
j j ij

VAT LT

k VA
reff








 





 
  

 
 

  (16b) 

ただし，

 

   

1

1

1
1

j
VATj

VAT

j
VAT

j
VAT

j
j j

VAT LT j ij
LT

j
j

LT j ij
LT

w

eff

r

eff


















 
   

 
 
  
  

． 

式(16)を式(15a)の目的関数に代入すると，付加価値価

格が求められる． 

 
1

11 j
VATj j

VAT VATj
VAT

q 


   (17) 

 

(3) 企業の行動モデル 

 続いて，地域jに立地し財mを生産する企業の行動モデ

ルを示す．その生産行動モデルは，基本的には運輸企業

の生産行動モデルと同様であり，具体的には図-2のよう

な行動モデルツリーとなる．定式化も基本的には同じで

ある．ただし，e)の労働，資本投入に係わるモデルのみ 
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生産量 (地域j)

労働 資本

付加価値合成中間財

中間財n 運輸サービス

j j
m my p  

j j
m VAmVA q  

j j
mk r  

地域1 地域2 地域I
・・・

・・・

・・・

j j
m mz q  

合成中間財n
j j

n m n mz q   企業1 企業2 企業N
・・・

地域iからの中間財n
ij ij
n m n mz q  

ij i
n m nx p  

ij ij j ij
Tm T mx p w t   

j j
ml w  

 

図-2 企業の行動モデルツリー 

 

異なるため，その部分のみ定式化を示すこととする． 

 

a) 企業の労働，資本投入量の決定 

 運輸企業の労働，資本投入モデルは，生産要素投入の

効率化を表現した．しかし，企業については通常の費用

最小化問題により定式化を行う． 

 
,

min
j j

m m

j j j j j j
VAm m m m

l k
q VA w l r k     (18a) 

 

 

    

1

1 1

s.t.

1 1

j
VAm

j
VAm

j
VAm

j j
VAm VAm

j
VAm

j j j j j
m VAm Lm Lm m

j j j
Lm Lm m

VA l

k






 


  

 



 


 




  


 (18b) 

ただし， j
ml ：労働投入量， j

mk ：資本投入量， j
mw ：賃

金率， j
mr ：利子率， ,j j

Lm Lm  ：分配パラメータ，

j
VAm ：労働，資本の投入効率性を表す係数， j

VAm ：労

働，資本の投入に対する代替弾力性． 

式(18)を解くと，以下のように労働，資本の需要関数

が求められる． 

 

 
1

1

1
jj

VAmVAm
j

VAm
j

VAm

j
j j jLm

m VAm mj
j j

VAm Lm

l VA
w








 





 
  

 
 (19a) 

 

 
1

1

11

1

jj
VAmVAm

j
VAm

j
VAm

j
j j jLm

m VAm mj
j j

VAm Lm

k VA
r








 





 
  

 
 (19b) 

ただし， 

   
1 1

1
1

j j
VAm VAmj j

VAm VAm
j j

j j j
VAm Lm Lmj j

Lm Lm

w r
 

 
 

 

 
   

         
． 

式(19)を式(18a)の目的関数に代入すると，付加価値価

格が求められる． 

 
1

11 j
VAmj j

VAm VAmj
VAm

q 


   (20) 

 

 

効用

中間財n 運輸サービス

j j
UU p  

地域1 地域2 地域I
・・・

・・・

・・・

合成消費財n
j j

nH nHz q   企業1 企業2 企業N
・・・

地域iからの中間財n
ij ij
nH nHz q  

ij i
nH nx p  

ij ij j ij
TH T Hx p w t   

労働供給 資本供給 j j
SK r  

j j
SL w  

所得 j

 

図-3 家計の行動モデルツリー 

 

(4) 家計の行動モデル 

 続いて家計の行動モデルを示す．ここでは地域jに居

住する代表家計を想定し，その行動モデルツリーを図-3

のようにモデル化した．まず家計は，総利用可能時間に

賃金率を乗じて求められる時間所得に，資本を企業に提

供して得られる資本所得を加えた総所得を得る．その所

得を基に，合成消費財の財n別消費量を決定する．次に

消費財の地域別投入量を決定し，その後消費財と運輸サ

ービスの消費量を決定する． 

 以上の行動モデルを，Barro型CES関数により特定化し

た効用水準を一定とする制約下での支出最小化問題によ

り定式化する．家計の行動モデルは効用最大化問題によ

り定式化される場合が多いが，武田5)は双対アプローチ

に基づき支出最小化行動で定式化する方が数値計算のプ

ログラミング等において優位であると指摘しており，こ

こではそれにしたがい定式化を行った． 

 

a)  家計所得の決定 

 家計は，保有している資本はすべて企業に提供するも

のとする．他地域の企業に，資本あるいは労働を供給す

るとの想定も可能であるが，既存のSCGEモデル1)などで

は自地域に対してのみ生産要素を供給するとされる場合

が多かったため，それにしたがうこととした．以上より，

家計が得る所得 j は以下のように求められる． 

 j j j j j j
S Fw T r K S     (21) 

ただし， jw ：賃金率， jT ：家計の総利用可能時間，
jr ：利子率， j

SK ：家計の資本供給量， j
FS ：域外貯蓄． 

 域外貯蓄 j
FS は以下により求められる． 

 

 

j ji ji ji
F n m nT nH

i n m

ij ij ij
n m nT nH

i n m

S x x x

x x x i j

      
 

     
 

 

 
 (22) 
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 式(22)の第一項は総移出額，第二項は総移入額であり，

域外貯蓄 j
FS は純移出入額にマイナスを付けたものであ

ることがわかる．いわゆる経常収支である．これは，本

来は投資として域内に還元されるものであるが，本

SCGEモデルは投資部門がないため家計所得を通じて域

内に還元されるものとした． 

 

b) 合成消費財の財別消費量の決定 

 合成消費財の財別消費に係わる支出最小化問題は以下

のようになる． 

 min
j

nH

j j j j
U nH nH

z n

p U q z
    
  (23a) 

  
1 1

s.t.

j
H

j j
H H

j
H

j j j j j
H nH nH nH

n

U z


 
  
  

  
  
  (23b) 

ただし，添字H ：家計を表す，添字n ：家計が消費す

る消費財の種類， jU ：家計の効用水準， j
nHz ：合成消

費財nの消費量， j
Up ：効用水準価格， j

nHq ：合成消費財

nの価格， ,j j
nH nH  ：分配パラメータ［ 1j

nH
n

  ，

1j
nH

n

  ］， j
H ：財n別合成消費財の消費効率性を表

す係数， j
H ：財n別合成消費財消費に対する代替弾力

性． 

式(23)を解くと，以下のように家計の財n別合成消費

財の需要関数が求められる． 

 

 
1

1

1
jj

HH
j

H
j

H

j
j j jnH

nH Hj
j j nH

H nH

z U
q








 





 
  

 
 (24) 

ただし，  
1 j

Hj
H

j
j j nH
H nH j

n nH

q








 

   
 

 ． 

式(24)を式(23a)の目的関数に代入すると，効用水準価

格が求められる． 

 
1

11 j
Hj j

U Hj
H

p 


   (25) 

 以上を実際に計算するためには，式(24)の需要関数の

効用水準 jU を求めておく必要がある．これは，式(23)

の支出最小化問題の左辺が支出関数であることから導か

れる．すなわち，まず支出関数を je で表すと以下が成

立する． 

 j j j
Ue p U  (26) 

さらに，整備の有無それぞれにおいて，支出関数は所得

水準と等しくなる． 

 j A j A j A j A
Ue p U   ， j B j B j B j B

Ue p U    (27a) 

ただし，添字A，B：それぞれ整備なし，ありを表す． 

 これより整備有無に対しそれぞれ効用水準が得られる． 

 
j A

j A
j A

U

U
p


 ，

j B
j B

j B
U

U
p


  (27b) 

 

c) 消費財の地域別投入量の決定 

 消費財の地域投入量の決定では，家計が地域jから消

費財を購入するものとする．その支出最小化問題は以下

のようになる． 

 min
ij
nH

j j ij ij
nH nH nH nH

z i

q z q z
    
  (28a) 

  
1 1

s.t.

j
nH

j j
nH nH

j
nH

j j ij ij ij
nH nH nH nH nH

i

z z


 
  

  
  

  
  (28b) 

ただし，添字 i j ：消費財の輸送ODの各地域を表す，

ij
nHz ：地域iからの合成消費財nの消費量， ij

nHq ：地域iか

らの合成消費財nの価格， ,ij ij
nH nH  ：分配パラメータ

［ 1ij
nH

i

  ， 1ij
nH

i

  ］， j
nH ：合成消費財nの地域

iからの消費効率性を表す係数， j
nH ：合成消費財nの地

域iからの消費選択に対する代替弾力性． 

式(28)を解くと，以下のように家計の財n別合成消費

財の需要関数が求められる． 

 

 
1

1

1
jj

nHnH
j

nH
j

nH

ij
ij j jnH
nH nH nHij

j ij nH
nH nH

z z
q








 





 
  

 
 (29) 

ただし，  
1 j

nHj
nH

ij
j ij nH
nH nH ij

i nH

q








 

   
 

 ． 

式(29)を式(28a)の目的関数に代入すると，合成消費財

nの価格が求められる． 

 
1

11 j
nHj j

nH nHj
nH

q 


   (30) 

 

d) 消費財n，運輸サービス投入量の決定 

 次に消費財nと運輸サービスの投入については，運輸

企業あるいは企業で定式化したものと同様，一般化価格

の考え方を利用して定式化を行う．その支出最小化問題

は以下のようになる． 

  
,

min
ij ij
nH TH

ij ij i ij ij j ij ij
nH nH n nH T H TH

x x
q z p x p w t x      (31a) 
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表-1 地域間社会会計行列 

 地域 j 地域 i 
運輸 T 生産 

企業 m 企業 n 家計 H 労働 L 資本 K 企業 m 企業 n 家計 H 労働 L 資本 K 

地

域
j 

企業 m j jj
m m mp x  j jj

m mnp x  j jj
m m Hp x    j ji

m m mp x  j ji
m mnp x  j ji

m m Hp x     j j
m mp y  

企業 n j jj
n n mp x  j jj

n n np x  j jj
n n Hp x    j ji

n n mp x  j ji
n n np x  j ji

n n Hp x     j j
n np y  

家計 H    j jw T j j
Sr K    0 0  j  

労働 L 



j j

m
ij ij

m Tmi

w l

t x



 




j j
n
ij ij

n Tni

w l

t x



j ij ij

H THi
w t x    0 0    




j j
T
ij ij

T TTi

w l

t x



 j jw T  

資本 K j j
mr k  j j

nr k     0 0    j j
Tr k  j j

Sr K  

地

域
i 

企業 m i ij
m m mp x  i ij

m mnp x  i ij
m m Hp x    i ii

m m mp x  i ii
m mnp x  i ii

m m Hp x     i i
m mp y  

企業 n i ij
n n mp x  i ij

n n np x  i ij
n n Hp x    i ii

n n mp x  i ii
n n np x  i ii

n n Hp x     i i
n np y  

家計 H    0 0    i iwT  
i i

Sr K   i  

労働 L 0 0    



i i

m

ji ji
m Tmj

w l

t x






i i

n

ji ji
n Tnj

w l

t x



i ji ji

H THj
w t x   




i i
T

ji ji
T TTj

w l

t x



 i iw T  

資本 K 0 0    i i
mr k  i i

nr k     j j
Tr k  i i

Sr K  

運輸 T 
hj hj
T Tmh

p x  hj hj
T Tnh

p x  hj hj
T THh

p x    
hi hi
T Tmh

p x  hi hi
T Tnh

p x  hi hi
T THh

p x     
ij ij
T Tij

p y
生産 j

m mp y  j
n np y  j  

j j
Sw L j j

Sr K i
m mp y  i

n np y  i  
i i

Sw L  i i
Sr K  ij ij

T Tij
p y    

 

 

    

 

1

1 1

s.t. 1 1

ij
nH

ij
nH

ij
nH

ij ij
nH nH

ij
nH

ij ij ij ij ij
nH nH TH TH nH

ij ij ij
TH TH TH

z x

x






 


  

 



 


  



 



(31b) 

ただし， ij
nHx ：地域iからjへ輸送される消費財nの消費量，

ij
THx ：地域iからjへ消費財を輸送するための運輸サービ

ス消費量， i
np ：地域iにおけるn財価格， ij

Tp ：地域i-j間

の運輸サービス価格， ijt ：地域i-j間の交通所要時間，

H ： ij
THx のトリップ換算係数， ,ij ij

TH TH  ：分配パラメ

ータ， ij
nH ：消費財nと運輸サービスの消費効率性を表

す係数， ij
nH ：消費財nと運輸サービスの消費に対する

代替弾力性． 

式(31)を解くと，以下のように家計の中間財nと運輸

サービスの需要関数が求められる． 

 

 
1

1

11

1

ijij
nHnH

ij
nH

ij
nH

ij
ij ij ijTH
nH nH nHi

ij ij n
nH TH

x z
p








 





 
  

 
 (32a) 

 
1

1

1
ijij
nHnH

ij
nH

ij
nH

ij
ij ij ijTH
TH TH nHij j ij

ij ij T H
nH TH

x z
p w t







 





 
   

 (32b) 

ただし，
 

 

1

1

1
1

ij
nHij

nH

ij
nHij

nH

i
ij ij n
nH TH ij

TH

ij j ij
ij T H
TH ij

TH

p

p w t



















 
     

 
  

 

． 

式(32)を式(31a)の目的関数に代入すると，合成消費財

nの価格が求められる． 

 
1

11 ij
nHij ij

nH nHij
nH

q 


   (33) 

 

 

3. 地域間社会会計行列と市場均衡条件 

 

(1) 地域間社会会計行列の概要 

 本節では，前節までで構築したSCGEモデルに対して

地域間社会会計行列（地域間SAM：Social Accounting Ma-

trix）を作成し，本SCGEモデルの市場均衡条件を明らか

にするとともに，ワルラス法則が成立することを示す．

表-1には，本SCGEモデルに対して作成した地域間SAM

を示した．SAMとは，各経済主体の経済取引およびそ

れに係わる資金循環を行列表記したものであり，列方向

には企業の費用構成あるいは家計の支出構成，また行方

向には販路構成が示されている．なお，SAMの解説は

上田1)および細江，我澤，橋本6)に詳しい． 

 SAMにおける列方向の費用構成あるいは支出構成は，

SCGEモデルにおいては必ず満たされるべき条件である．

なぜなら，SCGEモデルでは各経済主体の行動において

収支均等条件，例えば企業はゼロ利潤条件，家計は所得

制約条件であり，それをSAMの列方向が示しているか

らである． 

 まず企業については，式(18)の費用最小化問題を解い

た結果から以下が得られる． 

 j j j j j j
m m Zm m VAm mp y q z q VA   (34) 

 式(34)が企業のゼロ利潤条件であり，企業が得た収入
j j

m mp y はすべて何らかの形で支出されていることを意味

する．そして，この右辺に対し，さらに企業行動モデル

ツリー（図-2）における下位レベルから得られる最適化

問題の結果を逐次代入していくと，最終的に以下が得ら

れる． 
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 j j i ij ij ij

m m n n m T Tm
n i

j j ij ij j j
m m Tm m

i

p y p x p x

w l t x r k

 

    
 




 (35) 

式(35)が企業のゼロ利潤条件の最終形であり，SCGEモデ

ルでは常に成立しなければならない．そして，これは表

-1における地域jの企業mの列方向にて示されている費用

構成式と一致することから，企業についてはSAMの列

方向の費用構成式が必ず満たされることになる．運輸企

業に関しても，同様に式(1)の最適化問題を解いて得ら

れるゼロ利潤条件と表-1の運輸企業の費用構成式が一致

する． 

 一方，家計については式(23)の家計の支出最小化問題

を解いた結果から以下が得られる． 

 j j j j
U nH nH

n

p U q z   (36) 

式(36)に，家計行動モデルツリー（図-3）の下位レベル

から得られる最適化問題の結果を逐次代入していくと，

最終的に以下が得られる． 

   j j i ij ij j ij ij
U n nH T H TH

n i

p U p x p w t x    (37) 

式(37)の左辺は支出関数を表している．支出関数は，式

(27)で示したとおり整備有無においてそれぞれ所得水準

と等しくなる．すなわち，式(37)は家計の所得制約式を

表しており，これはSCGEモデルでは常に満たされなけ

ればならない．そして，これが表-1の家計の支出構成式

と一致することから，表-1の家計における列方向の支出

構成式も必ず満たされることになる． 

 

(2) 市場均衡条件とワルラス法則 

 一方，表-1の地域間SAMの行方向は市場均衡条件式を

表す．すなわち，表-1の行方向のバランス式の両辺を価

格で除すことにより以下の市場均衡条件式が導かれる． 

 地域 j 財n 市場： ji ji j
mn mH m

i n

x x y
   
 

   (38a) 

地域j労働市場：
 

 

j ij ij ij ij
m m Tm H THi i

m
j ij ij j

T T TTi

l t x t x

l t x T

 



 

  

  


 (38b) 

 地域j資本市場： j j j
m T S

m

k k K   (38c) 

財nおよび地域iについても同様の市場均衡条件を導くこ

とができる． 

 以上の市場均衡条件式を踏まえ，本SCGEモデルがワ

ルラス法則を満たすことを示す．ワルラス法則とは，

『各主体の収支均等条件が成立しているとき，超過需要

額の総和が恒等的にゼロとなる』というものである．ま

ず，表-1のSAMにおいて，列方向は企業のゼロ利潤条件，

家計の所得制約条件を表し，いずれも「収入＝支出」を

意味する収支均等条件となっている．そして，これは

SCGEモデルにおいて常に成立する条件である．また，

行方向は式(38)の市場均衡条件式に価格を乗じたもの

（左辺－右辺）となり，それは超過需要額を表すといえ

る．表の性質上，列方向の収支均等条件が常に成立して

いれば，行方向の超過需要額の総和は必ずゼロになるは

ずである．したがって，本SCGEモデルはワルラス法則

を満たしているといえる． 

 

 

4. 便益定義と実質域内総生産変化との関係 

 

(1) 等価的偏差による便益定義 

 ここでは，交通整備，具体的には交通所要時間 ijt の

短縮を例に便益を定義する．便益を等価的偏差（EV：

Equivalent Variation）の概念に基づき定義するとき，EVと

は「整備なしの価格水準を維持した状態での支出関数の

差」であるので，以下のように求められる． 

  j j A j B j A
UEV p U U   (39) 

ただし，添字A，B：それぞれ整備なし，ありを表す． 

 これに，式(27)の効用水準を代入するとEVが実質家計

所得の差になることがわかる． 

 
j A

j j B j AU
j B

U

p
EV

p
    (40) 

ここで「実質」とは，所得を物価上昇率
j B

U
j A

U

p

p

 
 
 

で除し

たものとの意味である． 

 

(2) 便益と実質域内総生産変化との関係 

 

a) マクロ経済学的実質域内総生産変化 

 次に，実質域内総生産（R-GRP：Real Gross Regional 

Products）変化を求める．まず，名目域内総生産（N-

GRP：Nominal GRP）は以下のようになる． 

   
-

j j ij ij ij ij j ij ij
m m Tm H TH T T TTi i i

m

j j j
m T

m

N GRP

w l t x t x l t x

r k k

  



     
 
   
 

   



 

  (41) 

ただし，式(41)には家計が消費する交通時間も含まれて

おり（右辺第一項括弧内第二項），正確には拡張N-GRP
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と呼ぶべきものといえる． 

 さらに，三面等価の原理により，域内総生産は家計消

費支出と等しい．したがって式(37)が家計消費支出を表

すことから以下が成立する． 

   - i ij ij j ij ij
m m H T H TH

m i

N GRP p x p w t x    (42) 

 これを基に，「価格水準を整備なしの状態に維持す

る」との条件の下で整備の有無に対する実質域内総生産

（R-GRP：Real GRP）変化を求めると以下のようになる． 

   

  

- i A ij B ij A
m m H m H

i m

hj A j A hj A hj B hj A
T H TH TH

R GRP p x x

p w t x x

  

   


 (43) 

なお，運輸消費に関しては「一般化価格を整備なしの状

態に維持する」ものとしている． 

 これがマクロ経済学にて一般的に定義される実質GRP

に基づき，整備有無に対する変化を求めたものである．

次に，これが便益とどのような関係になっているのかを

示す． 

 

b) EVに基づくマクロ経済学的実質域内総生産変化 

 まず，式(39)で定式化した便益は以下のようにも表さ

れる． 

 
B

A

Uj j A j
UU

EV p dU   (44) 

ここで，効用水準は式(27b)より所得 j と効用水準価格
j

Up の関数となっていて，さらに j
Up は式(25)より j

nHq の

関数となっている．これより，効用水準の全微分は以下

のように展開できる． 

 

j j
j j j

nHj j
n nH

j

jj
j jnH

nHj j
n

j

U U
dU dq d

q

U

qU
dq d

U

 
  

 

  
       
   
    




 (45) 

また，以下の式(46)のロアの恒等式，さらに式(27b)から
j

j

U


を求めたものを式(45)に代入すると，効用水準の全

微分は式(47)のようになる． 

 【ロアの恒等式】 

j

j
j nH

nH j

j

U

q
z

U




 



 (46) 

 1j j j j
nH nHj

nU

dU z dq d
p

      
  (47) 

 式(47)の右辺第一項に関しては，式(29)を式(28a)の目的

関数に代入することによって得られる j
nHq を全微分する

ことにより以下のように展開できる． 

   j ij ij ij ij
nH nH nH nH nH

i

dq uz dq q d uz   (48) 

ただし，

 
1

1

1
jj

nHnH
j

nH
j

nH

ij
ij jnH
nH nHij

j ij nH
nH nH

uz
q








 





 
  

 
であり，

単位 ij
nHz あたりの需要を表す． 

 式(48)の右辺第二項は，以下に示す式展開（包絡線定

理）によりゼロとなる．まず，式(28b)の両辺を全微分す

る．このとき，式(28b)の左辺 j
nHz が一定となるとの前提

で支出最小化問題を解いていることから以下が成立する． 

      0
j ij

j ijnH nH
nH nHij ij

i nH nH

z z
dz d uz

z uz

 
 

 
  (49) 

さらに，式(28)の支出最小化問題の一階条件； 

 
j ij

nH nH
ij j
nH nH

z q

z 





 (50a) 

ただし， j
nH ：ラグランジュ未定乗数， 

および ij ij j
nH nH nHz uz z  より以下が成立することから， 

 
 

ij
jnH

nHij
nH

z
z

uz





 (50b) 

式(50)を式(49)に代入すると以下が得られる． 

   0
ij

j ijnH
nH nHj

i nH

q
z d uz


  (51a) 

 さらに ,j j
nH nHz がiとは無関係であることに注意する

と以下が得られる．なお，これが包絡線の定理である． 

   0ij ij
nH nH

i

q d uz   (51b) 

以上より，式(48)の右辺第二項がゼロとなることが示せ

た．すなわち式(48)は以下となる． 

 j ij ij
nH nH nH

i

dq uz dq   (52) 

 式(52)の右辺はさらに展開可能である．詳細は上の式

展開と同様であるため割愛するが，まず式(32)を式(31a)
の目的関数に代入することによって得られる ij

nHq 式を全 
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U A

U B

A B

C

THx

Hz

A

A
Zp



 ,A A
TH Hx z

 ,B B
TH Hx z

    * *, , ,A B A B
TH Hx U z Up p

EV

A

A
Z

EV

p

 

※ただし，
pZ

A=1 を利用．

A B
B BT

H THA A
Z Z

q
z x

p p


  

 R GRP 
※ただし，qT

A=1を利用．

U A

U B

A B

C

THx

Hz

A

A
Zp



 ,A A
TH Hx z

 ,B B
TH Hx z

    * *, , ,A B A B
TH Hx U z Up p

EV

A

A
Z

EV

p

 

A A
A AT

H THA A
Z Z

q
z x

p p


  

※ただし，
pZ

A=1 を利用．

* *
A A

T
H THA A

Z Z

q EV
z x

p p

 
  

B B
B BT

H THB B
Z Z

q
z x

p p


  

 
 図-4(a) EVの図解 図-4(b) 実質GRP変化の図解 

 

微分する． 

 
 

     

ij ij i ij ij j ij
nH nH n TH T H

i ij ij j ij ij
n nH T H TH

dq ux dp ux d p w t

p d ux p w t d ux





  

  
 (53) 

ただし， ,ij ij
nH THux ux ：単位需要量を表す． 

さらに，包絡線の定理； 

       0i ij ij j ij ij
n nH T H THp d ux p w t d ux    (54) 

を適用すると式(53)は以下となる． 

 
ij ij i ij ij
nH nH n TH T

ij ij j j ij ij
H TH H TH

dq ux dp ux dp

t ux dw w ux dt 

 

 
 (55) 

これを式(52)に代入し，さらにそれを式(47)に代入するこ

とによって，効用水準の全微分が以下のように求められ

る． 

 




1j ij i ij ij
nH n TH Tj

n iU

ij ij j j ij ij j
H TH H TH

dU x dp x dp
p

t x dw w x dt d 

  
    


 (56) 

さらに，これを式(44)に代入すると便益が以下のように

求められる． 

 




j A
j ij i ij ijU

nH n TH Tj
n iUA B

ij ij j j ij ij j
H TH H TH

p
EV x dp x dp

p

t x dw w x dt d 


  


    

  (57) 

 次に，家計所得制約式を考える．家計所得制約式は式

(37)より以下のように表される． 

   j i ij ij j ij ij
n nH T m TH

n i

p x p w t x     (58) 

この家計所得制約式の両辺を全微分する． 


  

j ij i ij ij ij ij j
nH n TH T H TH

n i
j ij ij i ij ij j ij ij

H TH n nH T H TH

d x dp x dp t x dw

w x dt p dx p w t dx



 

   

   


 (59) 

式(59)を式(57)に代入して整理すると以下が導ける． 

   
j A

j i ij ij ij ijU
n nH T H THj

n iUA B

p
EV p dx p t dx

p




    (60) 

 
c) 二つの実質域内総生産変化の意味 

 これと，式(43)の実質GRP変化とを比較する．式(43)の

実質GRP変化は，整備有無に対する家計消費量変化に整

備なしの価格を乗じたものである．一方，式(60)も整備

有無に対する家計消費の微小変化に価格を乗じたものに，

さらに
j A

U
j

U

p

p
を掛けそれを線積分したものである．以上

より，厳密には便益と実質GRP変化とは一致しないこと

がわかる．ただし，整備有無の家計消費量変化に価格を

乗じたものという点は共通しており近似的には一致する． 

 

(3) 図解による便益と実質域内総生産変化の関係整理 

 以上の等価的偏差EVと実質GRP変化の関係について，

さらに図を用いて解説を行う．図-4は，合成財
Hz と運

輸サービス
THx の2財を対象とした家計消費モデルを取

り上げ，EVを図解したものである．図-4には整備によ

る効用水準の変化と各財の消費量ベクトルの変化，その

下で定義されるEVおよび実質GRP変化が示されている． 

 ここでは，効用水準が整備によって AU から BU に上

昇する状況を考える（ただし，添字A，B：それぞれ整

備なし，ありを表す）．このとき，価格 ,T Zq p が変化
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して所得制約式の傾きが変わるため，効用水準と所得制

約式の接点で決定される需要量ベクトル  ,TH Hx z は点

Aから点Bへ移動する．この状態の下でEVは次のように

求められる．まず効用水準を整備ありの状態 BU に保っ

たままで，価格が ,A A
Z Tp q となったときの需要量ベク

トルを求める．これは，点Aに接する所得制約線を平行

移動させて効用水準 BU に接する接点により求められる

ことから，図-4(a)では点Cとなる．ここで，EVとは「整

備なしの価格水準を維持した状態での支出関数の差」で

あり，さらにSCGEモデルにおいては整備なしの合成財

価格を 1A
Zp  おくことが一般的であることから，図-

4(a)におけるEVは点Cを通る所得制約式のy切片と点Aを

通る所得制約式のy切片の差により求められる．なお，

点Cは整備なしの価格水準を維持したままで効用水準
BU が達成されたときの補償需要量を表すことから，

EVは厳密には『整備なしの価格水準を維持した状態で

の家計補償需要量変化
．．．．．．．．．

の金銭評価値』を表すといえる． 

 一方，実質域内総生産（R-GRP）変化は，式(43)より

「整備なしの価格水準を維持した状態での家計支出額の

差」として求められる．これを図-4(b)にて表現すると，

まず整備なしの価格水準を維持した状態を考えることか

ら，EVを求めた際と同様，点Aに接する所得制約線を平

行移動させる．EVとの違いは整備ありの需要量を達成

するという部分であり，これは図-4(b)では，点Aでの所

得制約式と平行な点Bを通る所得制約式として表される．

そして，R-GRP変化はその点Bを通る所得制約式のy切片

と点Aを通る所得制約式のy切片の差として求められる．

以上より，R-GRP変化とは『整備なしの価格水準を維持

した状態での家計需要量変化
．．．．．．．

の金銭評価値』を表すとい

え，厳密にはEVとは異なることが図解によっても示さ

れたといえる． 

 

(2) EVから導かれる実質域内総生産変化 

 続いて，式(40)のEVを式展開することにより実質域内

総生産変化が誘導できることを示す．まず，式(40)を再

掲する． 

 
j A

j j B j AU
j B

U

p
EV

p
    (40) 

このうち，家計所得 j は式(21)のとおりであり，それ

を式(40)に代入する． 

 

j A
j j B j B j B j B j BU

S Fj B
U

j A j A j A j A j A
S F

p
EV w T r K S

p

w T r K S

    

    

 (61a) 

 

j A
j j B j B j A j AU

j B
U

j A j A
j B j B j A j A j B j AU U

S S F Fj B j B
U U

p
EV w T w T

p

p p
r K r K S S

p p

 
  
 

   
      
   

 (61b) 

ただし， ,j A j B j A j B
S ST T K K  であるが，次の展開にお

いて必要なため整備有無を明示することとした． 

 次に，式(38b)および式(38c)の労働市場および資本市場

の均衡条件を，整備の有無を明示した上で式(61b)に代入

する．また， j
FS は式(22)を代入するとEV jは以下のよう

になる． 

 

 

 
 

   

j A
j j B j B ij B ij BU

m m Tmj B i
m U

j A j A ij A ij A
m m Tmi

j A
j B j B ij B ij BU

T T TTj B i
U

j A j A ij A ij A
T T TT

j A
j B ij B ij B j A ij A ij AU

H TH H THj B
i U

j A
j B j B j A j AU

m mj B
m U

p
EV w l t x

p

w l t x

p
w l t x

p

w l t x

p
w t x w t x

p

p
r k r k

p









 


 


  


 


  
 

  
 
 

  
 

 






j A

j B j B j A j AU
T Tj B

U

j A
Bji ji B ji BU

n m nT nHj B
i n mU

Aji ji A ji A
n m nT nH

i n m

j A
Bij ij B ij BU

n m nT nHj B
i n mU

Aij ij A ij A
n m nT nH

m

p
r k r k

p

p
x x x

p

x x x

p
x x x

p

x x x

 
  
 

        
  

      
  

        
  

   




 

 

 


i n

 
 

 
 (62) 

式(62)の右辺第一項：企業 m の労働所得の実質支払額変

化（ただし，業務交通投入時間への労働所得支払も含

む），第二項：交通企業の労働所得の実質支払額変化

（ただし，業務交通投入時間への労働所得支払も含む），

第三項：家計の実質交通消費時間費用変化，第四項：企

業 m の資本所得の実質支払額変化，第五項：運輸企業

の資本所得の実質支払額変化，第六項，七項：それぞれ

実質移出額変化，実質移入額変化． 

 このうち，労働所得および資本所得の実質支払額変化

の和は，実質 GRP変化を表すといえる．なお，式(62)で

は家計の実質交通消費時間費用変化も考慮されているた

め，正確には拡張実質 GRP変化を表すといえる．式(62)

は，実質 GRP 変化を産業別にも示すことのできる点に

意味があると考えられる． 
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5. 便益帰着構成表の作成 

 

(1) 便益帰着構成表の概要 

 本節では，前節で展開したEVの項目分解に対し，さ

らに企業側の要素を取り入れることによって便益帰着分

析を実行し，それを表形式にまとめることで便益帰着構

成表（BIT）7), 8)を作成する．BITの作成により，便益の

発生形と帰着形，さらに発生から帰着までの流れを明ら

かにすることができる． 

 そこで，式(57)に対し，企業および運輸企業の利潤変

化を組み込む．既に述べたようにSCGEモデルでは，企

業，運輸企業に対しゼロ利潤条件が課されているので，

整備の有無に対する利潤は常にゼロである．そのため利

潤変化もゼロになるが，便益項目の相殺（キャンセルア

ウト）を表現するには，企業側の要素が必要となること

から，EVに利潤変化を組み込むものである．その結果，

式(57)のEV jは以下のようになる． 

 





j A
j ij i ij ijU

nH n TH Tj
n iUA B

ij ij j j ij ij j
H TH H TH

j ij
m T

m i

p
EV x dp x dp

p

t x dw w x dt d

d d

 

 



  


   

  



 


(63) 

 

(2) 企業利潤の全微分形の誘導 

 利潤は「収入－支出」で求められることから，企業m

の利潤は以下のように表される． 

  j j j j j j j
m m Zm m VAm m mp q uz q uva y       (64) 

ただし， j
muz ：単位生産量あたりの合成中間財需要関数，

j
muva ：単位生産量あたりの合成生産要素需要関数． 

 SCGEモデルでは，企業利潤は常にゼロである．すな

わち，以下が常に成立する． 

 j j j j j
m Zm m VAm mp q uz q uva   (65) 

この点に注意して，式(64)の両辺を全微分して企業利潤

変化を求めると以下となる． 

 

   

j j j j j j j j
m m m m m Zm m VAm

j j j j
Zm m VAm m

d y dp y uz dq uva dq

q d uz q d uva

   

 
 (66) 

このうち，右辺第二項の括弧内の第三項と第四項の和

（下線部）は，包絡線の定理によりゼロとなる．さらに，
j j j

m m mz uz y  ， j j j
m m mVA uva y  の関係も利用すると，企

業利潤の全微分形は以下のようになる． 

  j j j j j j j
m m m m Zm m VAmd y dp z dq VA dq     (67) 

 次に，式(67)の右辺第二項の j
Zmdq ，第三項の j

VAmdq を

求める．まず j
Zmdq は，財n別合成中間財の需要関数を，

それを導出した最適化問題の目的関数に代入して得られ

る j
Zmq を全微分することにより求める．具体的には，2

章では運輸企業の行動モデルしか示していないが，それ

を企業mに置き換えた上で，その式(5)を式(4)の目的関数

に代入することに相当する．さらに，包絡線の定理； 

   0j j
n m n m

n

q d uz   (68) 

を考慮すると，最終的に j
Zmdq は以下となる． 

 j j j
Zm n m n m

n

dq uz dq   (69) 

 後は同様の方法にて，図-2の企業の行動モデルツリー

にしたがい，価格の全微分形を求めていく．式(69)の右

辺 j
n mdq は，運輸企業を企業mに置き換えた上で，式(8)

を式(7a)の目的関数に代入することによって得られる
j

n mq を全微分する．さらに，包絡線定理を考慮すると

j
n mdq は以下となる． 

 j ij ij
n m n m n m

i

dq uz dq   (70) 

 式(70)の右辺 ij
n mdq は，式(11)を式(10a)の目的関数に代

入して得られる ij
n mq を全微分し，包絡線定理を考慮する

ことにより以下のように得られる． 

 
ij ij i ij ij
n m n m n Tm T

ij ij j j ij ij
m Tm m Tm

dq ux dp ux dp

t ux dw w ux dt 

 

 
 (71) 

 以上により，得られた価格の全微分形を逐次代入して

いく．すなわち，式(71)を式(70)へ，さらに式(70)を式(69)
に代入することにより，式(67)の右辺第二項の j j

m Zmz dq が

以下のようになる． 

 




j j ij i ij ij
m Zm n m n Tm T

n i

ij ij j j ij ij
m Tm m Tm

z dq x dp x dp

t x dw w x dt 

 

 


 (72) 

ただし， ij j j ij ij
n m m n m n m n mx z uz uz ux    ， 

ij j j ij ij
Tm m n m n m Tmx z uz uz ux    の関係を利用している． 

 次に，式(67)の右辺第三項の j
VAmdq については，式(19)

を式(18a)の目的関数に代入することによって得られる
j

VAmq を全微分し，包絡線定理を考慮することで以下の

ように得られる． 

 j j j j j
VAm m mdq ul dw uk dr   (73) 

 以上得られた，式(72)と式(73)を式(67)に代入すること
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により，企業利潤の全微分形が以下のように求められる． 

 





j j j ij i ij ij
m m m n m n Tm T

n i

ij ij j j ij ij
m Tm m Tm

j j j j
m m

d y dp x dp x dp

t x dw w x dt

l dw k dr



 

  

 

  


 (74) 

ただし， ,j j j j j j
m m m m m ml VA ul k VA uk    の関係を利用し

ている． 

 

(3) 運輸企業利潤の全微分形の誘導 

 次に運輸企業利潤の全微分形を導出する．これは，基

本的には前項の企業利潤の全微分形の誘導と同じである．

ただし，労働，資本の投入において，交通整備に伴う交

通所要時間変化の影響を考慮している点が異なるため，

この部分だけは解説を行う． 

 まず，運輸企業の利潤変化分は，企業利潤変化の誘導

を踏まえると以下のように表される． 

  ij ij ij j j j j
T T T T ZT T VATd y dp z dq VA dq     (75) 

このうち，右辺の第二項も企業利潤変化の誘導と同様に

分解可能であり，第三項に違いが現れることになる．そ

の第三項 j j
T VATVA dq は，式(16)を式(15a)の目的関数に代入

することによって得られる j
VATq を全微分することによ

り導出できる． 

    j j j j j j j j j
VAT T T T Tdq ul dw uk dr w d ul r d uk     (76) 

次にこの右辺の第三項と第四項の和に着目する．そこで，

式(14)の付加価値関数を全微分する．このとき，式(15)で

は付加価値が一定となるとの前提で費用最小化問題を解

いていることから以下が成立する． 

 

   
 

   

 
   

 
 

   

 
   

0
ij jj j

Tj jT T
T Tjij j j

TT T

ij j
T ij

ij

ij jj j
T jT T

Tjij j j
TT T

ij j
T ij

ij

eff lVA l
dVA d ul

leff l ul

eff l
d eff

eff

eff kVA k
d uk

keff k uk

eff k
d eff

eff

 
 

 



 
 

 



 

(77a) 

       

        0

j j
ij j j ijT T

T Tij j j
T T

j j
ij j j ijT T

T Tij j j
T T

VA l
eff d ul l d eff

eff l ul

VA k
eff d uk k d eff

eff k uk

  
 

   
  
   

   

 (77b) 

ここで，以下に示す式(2.15)の費用最小化問題の一階条

件と， 

 
 

 
 

,
ij j ij jj jj j

T TT T
j j j jij j ij j

T VAT T VATT T

eff l eff kVA VAw r

l keff l eff k 

  
 

  

  (78a) 

 
   

,
j jj j

T T
ij j ij jij j ij j

VAT VATT T

VA VAw r

eff effeff l eff k 
 

 
  

 (78b) 

ただし， j
VAT ：ラグランジュ乗数， 

j j j
T T Tl ul VA  ， j j j

T T Tk uk VA  から以下が成立すること

から， 

 
   

j j
jT T

Tj j
T T

l k
VA

ul uk

 
 

 
 (79) 

式(78b)，(79)を式(77b)に代入して整理する． 

 
   

    0

j j
j j j ij

T T Tj ij j
VAT VAT

j j
j j j ij

T T Tj ij j
VAT VAT

w w
VA d ul l d eff

eff

r r
VA d uk k d eff

eff

 

 

 
  

 
    

 (80) 

さらに，
ij A

ij
ij

t
eff

t
 より以下が成立する． 

  
 2

ij A
ij ij

ij

t
d eff dt

t
   (81) 

これを式(80)に代入して整理すると以下が得られる． 

 

 
 

 
 

2

2
0

ij ij A
j j j j j ij

T T Tij A ij

ij ij A
j j j j j ij

T T Tij A ij

t t
w VA d ul w l dt

t t

t t
r VA d uk r k dt

t t

 
 
 
 

 
   
 
 

 (82a) 

    1j j
j j j j j j ijT T

T T j j ij
T T

l k
w d ul r d uk w r dt

VA VA t

 
   

 
 (82b) 

これを式(76)に代入する． 

 1j j
j j j j j j j ijT T

VAT T T j j ij
T T

l k
dq ul dw uk dr w r dt

VA VA t

 
    

 
 (83a) 

この両辺に j
TVA を乗じることにより以下が得られる． 
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 1j j j j j j j j j j ij
T VAT T T T T ij

VA dq l dw k dr w l r k dt
t

       (83a) 

以上より，運輸企業利潤の全微分形が以下のように求め

られる． 

 
1

ij ij ij
T T T

ij i ij ij ij ij j j ij ij
nT n TT T T TT T TT

n i

j j j j j j j j ij
T T T T ij

d y dp

x dp x dp t x dw w x dt

l dw k dr w l r k dt
t



 



   
      

 (84) 

 

(4) 等価的偏差EVの最終帰着形 

 企業利潤，運輸企業利潤の全微分形（式(74)および式

(84)）を式(63)に代入する．また jd についても，式(21)

の家計所得の式を，家計の総利用可能時間 jT と家計の

資本供給量 j
SK が固定であることを考慮に入れて全微分

したものを代入し，さらにjで総和をとり整理すると，

EVは以下のようになる．なお，便宜上企業はn財製造企

業とした． 

 

j

j

j A
i ij ij ij iU
n n m nT nH nj

n i j mUA B

EV

p
y x x x dp

p

         
   



  
 

i ij ij ij i
T Tm TT TH T

i j m

y x x x dp
       

  
    

  

  

i j hj hj
m m Tmh

i j m

j hj hj hj hj i
T T TT H THh h

T l t x

l t x t x dw



 

  


  

   

 
 

i j j i
S m T

i j m

K k k dr
      

  
    

 



j hj hj
m Tmh

j m

j hj hj j hj hj
T TT H THh h

w x dt

w x dt w x dt



 

 


  

  

 
 (84a) 

 これに，市場均衡条件を考慮すると，最終的に便益は

以下のようになる． 

 
 



j A
j j hj hjU

m Tmj h
j j mUA B

j hj hj j hj hj
T TT H THh h

p
EV w x dt

p

w x dt w x dt



 



   


  

   

 


 (84b) 

これより，便益の最終帰着形が，発生ベースの利用者便

益と一致することがわかる． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，交通サービス生産を明示化したSCGEモ

デルを構築した上で，それに基づく便益定義を行い，便

益と実質域内総生産変化の関係を明確にした．さらに，

定義した便益を項目分解することにより，便益帰着分析

を行い， 便益の最終帰着形が発生ベースの利用者便益

と一致することが示された． 

今後は，政府部門，公的投資部門，民間投資部門等，

他の部門の考慮，運輸部門における旅客と貨物の分離，

余暇の考慮等，SCGEモデルの発展が必要である．それ

に基づく便益帰着分析を行い，本稿で得られた結論がそ

れらによっても得られるかを確認する必要がある．また，

それらを数値計算に基づき確認することも必要といえる． 
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